










































































































































































































































0 0 0 0 0 0 0 0 0
のだから。それにもかかわらずなぜ通説は公法私法二元論をもち
出すのか、いや持ち出さざるを得ないのか。それは滞納処分の差押の対象となる土地の所有権の帰
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属に関する法関係
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債権はもはや所得税法の関心の外


























0 0 0 0 0 0 0 0
場面において、一方的行為
































































0 0 0 0 0 0 0
、民法と
同質の法関係（権利義務関係）は生じないからである。建築確認処分を行政行為だと認識する必要
は全くない。同様にこの法律の執行に際して公定力など問題になりようがないことは明らかだろう。
　行政契約は、どの行政法の解釈において問題となるのだろうか。私には想像すらできない。行政
手法として契約を利用することを否定しているのではない。しかしそれは契約である以上、契約当
事者は権利能力を持つ国または地方公共団体でなければならず、権利義務が生じる以上、特別の規
定がない限り民法の適用があるのは当然である。
　蛇足を加えておこう。行政法の執行後、紛争が生じたらどうするのか。ここでは行政争訟法制に
ついて論じるのが目的ではないので詳しくは触れないが、建築基準法に関していえば、94条以下に
おいて紛争解決手続に関する規定を置いている。96条では取消訴訟が言及されているが、そのよう
な規定がなくとも、行政処分が、法律が付与した判断権の行使である以上、その違法性を問うのは
抗告訴訟しかないはずである。建築基準法はそのことを明示的に明らかにしているが、他の行政法
令も同様に解すべきであることはいうまでもない。
＊本稿は、「岡山行政法実務研究会」での講演原稿をもとにしたものである
